
令和元年度 第３回上越市青少年健全育成関係機関連絡協議会 

次  第 

                       日時 令和２年２月７日（金）14:00～ 

                       会場 教育プラザ研修棟 中会議室 

 

 

１ 開 会 

 

２ 会長あいさつ 

 

 

３ 議 題 

（１）令和元年度の協議の概要について 

  ・協議の概要・・・資料１ 

 

  ・若者育成支援事業の状況（青少年健全育成センター）・・・資料２ 

              （すこやかなくらし包括支援センター） 

 

（２）令和２年度連絡協議会の運営（案）について・・・資料３ 

 

 

 

（３）情報交換 

 

 

 

 

 

（４）その他 

 

 

 

４ 連 絡 

 

５ 副会長あいさつ 

 

６ 閉 会 

 

 



令和元年度上越市青少年健全育成関係機関連絡協議会名簿 

                               （R2.2.1 現在） 

                                                  

  委員任期：平成３０年５月１日から令和２年４月３０日まで 

［事務局］ 

上越市教育委員会 社会教育課  課 長：小嶋 栄子 

上越市青少年健全育成センター  所 長：山﨑 光隆 

指導員：曽我 茂樹 

事務員：横山 美由紀 

 

 

№ 氏    名 所属機関・団体 備考 

1 小 池   修 上越教育事務所  

2 佐々木 優 共 上越少年サポートセンター  

3 佐 藤   洋 上越児童・障害者相談センター  

4 風 間 和 夫 上越地区高等学校長協会  

5 田 中   敦 上越市中学校長会  

6 飯 塚   裕 上越市小学校長会  

7 滝 見 典 子 上越市民生委員・児童委員協議会連合会  

8 関 川 正 樹 上越地区保護司会  

9 安 達 ユミ子 直江津更生保護女性会  

10 増 田 榮 子 上越市青少年健全育成委員協議会 副会長 

11 小 林   榮 上越市地域青少年育成会議協議会 会 長 

12 佐 藤 信 二 産業観光交流部 産業政策課  

13 宮 﨑 恵 子 健康福祉部 こども課  

14 渡 辺 晶 恵 すこやかなくらし包括支援センター  

15 宮 川 高 広 教育委員会 学校教育課  



 

上越市青少年健全育成関係機関連絡協議会設置要綱 

 

 （設置） 

第１条 青少年の健全育成を推進するために必要な情報共有及び連絡調整を行うことにより、青

少年の指導、育成、保護及び矯正に関する総合的施策（以下「総合的施策」という。）を推進す

るため、上越市青少年健全育成関係機関連絡協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

 （所掌事項） 

第２条 協議会の所掌事項は、次のとおりとする。 

⑴ 総合的施策の適切な実施に必要な関係行政機関相互の連絡調整を図ること。 

⑵ その他青少年の健全育成に関し教育委員会が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 協議会は、次に掲げる人のうちから教育委員会が委嘱し、又は任命する１５人以内の委

員をもって組織する。 

 ⑴ 新潟県の青少年健全育成関係行政機関の職員  

 ⑵ 上越市民生委員児童委員協議会連合会の主任児童委員 

 ⑶ 上越地区保護司会の会員 

 ⑷ 高田地区更生保護女性会又は直江津地区更生保護女性会の会員 

 ⑸ 上越市青少年健全育成委員協議会の委員 

⑹ 上越市地域青少年育成会議協議会の委員 

 ⑺ 市の職員 

 ⑻ その他教育委員会が必要と認める人 

 （委員の任期） 

第４条 協議会の委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合の補欠委

員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （会長及び副会長） 

第５条 協議会に会長及び副会長１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

 （会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

 （関係者の出席等） 

第７条 協議会は、調査又は審議に必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見若し

くは説明を聴き、又は関係者に対して必要な資料の提出を求めることができる。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とす

る。 

 



 

 （庶務） 

第９条 協議会の庶務は、青少年健全育成センターにおいて処理する。 

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から実施する。 

（委員の任期の特例） 

２ 平成２８年８月１日以後最初に委嘱し、又は任命する委員の任期は、第４条の規定にかかわ

らず、委嘱又は任命の日から平成３０年４月３０日までとする。 

附 則 

この要綱は、平成２８年８月１日から実施する。 


